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日本共産党の光永敦彦です。 

ただいま議題となっております第 16号議案「令和３年度京都府一般会計補正予算（第 14号）」について、賛成

の立場から討論を行います。 

 はじめに長引き、しかも先ゆきが見えないコロナ禍に対し、医療機関や府職員の皆さんをはじめ、第一線で昼

夜をわかたず命や営業まもるためにご努力いただいていることに敬意と感謝を申し上げます。 

 京都府では新型コロナ感染症対策のため、緊急事態措置が９月30日まで延長されることとなり、本議案はその

対応のための補正予算となっています。そこで数点要望いたします。 

 第一に、第５波から第６波を見据えた医療提供体制のいっそうの充実についてです。 

 第５波では、デルタ株の広がりをうけ、８月24日に604人という最大の感染者が確認され、病床がひっ迫し、

自宅療養者が京都府の発表では、最大7,000人を超えるという極めて深刻な事態となりました。現在、感染者数

は減少傾向にあるものの、自宅療養者は府発表では13日で3,406人を超え、病床はひっ迫したままです。このた

めワクチン接種の推進とともに、感染症対策の要の役割を果たす保健所業務について、知事を先頭に、現場の実

態と要望をリアルにつかみ、コロナ収束まで一定見据えた現場の体制強化を、今年度の事業の見直しなども含め

決断を求めておきます。 

 また、自宅療養者について、京都府が開業医も含め地域の医療機関との連携を本格的に実施することを明確に

し、絶対に命を落とさせないため、健康観察が適切に行われ、速やかに医療にアクセスできることや、市町村と

連携した生活支援等速やかに実施されるよう方針と体制をとることを求めます。さらに、宿泊療養施設や入院待

機ステーションなどを臨時的医療施設に位置付け、中和抗体療法実施も含めた体制がとれるようにするとともに、

下り搬送受け入れ医療機関はもちろん、すべての医療機関への支援策がどうしても必要です。 

 そのためにも、看護師・保健師をはじめ、人員体制の充実とともに、現状でも効果的な配置ができるよう仕組

みも含め検討を求めておきます。 

 なお、「訪問看護感染症対策実施加算」の算定期間を延長等について、国に求めるよう要望しておきます。また、

学校が再開し、大学も再開が近いもとで、検査やワクチンなど対策強化のための財政的人的な体制支援も改めて

求めておきます。 

 

 第二に、コロナ禍で明らかとなった貧困と格差への対策についてです。 

今回の補正予算は、緊急事態宣言の延長に伴う協力金で、また当初提案の補正予算には、中小企業経営改善事

業と宿泊施設への支援策があるものの、すべての中小企業等が、倒れないように、あるいは事業継続できるよう

に支援策がどうしても必要です。わが党がいっかんして要求してきた、持続化給付金の再支給について、自民党

総裁選にむけそのことを訴える方もいらっしゃるようですが、速やかに国会を開くとともに、再支給の決定や、

さらに消費税の緊急減税など思い切った対策をとるべきで、知事として強く政府に求めるとともに、京都府とし

ても、施策の具体化を強く求めておきます。 

また、本日報道されておりましたが、７月から支給が始まった国の「生活困窮者自立支援金」の利用が京都府

では対象１万３千世帯の約２割にとどまり、申請用件の厳しさが課題とされています。私の地元左京区では、こ

れまで 15回にわたり食糧支援プロジェクトが取り組まれ、相談員として参加してきた私の実感は、コロナ禍で貧

困の実態を可視化、把握できない状態に陥っており、中でも雇用の問題が根深く、一方、支援策が足りない、あ

るいは要件が厳しい問題が解決すべき課題で、生活をまるごと支援するセーフティネットの抜本的強化が求めら

れています。コロナ禍における制度の弾力的運用とともに、京都府として市町村等と連携した、実態の把握と包

括的な支援策の具体化を求めておきます。 

なお協力金については、手続きの簡素化や速やかな支給、また、第三者認証制度について、対応できる体制や

基準の明確化など飲食店等の要望にこたえた取り組みとなるよう求めておきます。 

 

第三に、リスクコミュニケーションについてです。 



 現在、ワクチン接種をしても、ブレイクスルー感染など新たな課題も浮き彫りとなってきています。ところが

政府は９日に行動制限の緩和を決めました。これに対し、政府分科会尾身会長は、「一部では、すぐにいろんな制

限を解除してもいいのではないかという風潮もあるけれど、そこはそうではない。緊急事態宣言がまだ発令して

いるなか、なにか行動を緩めるというのは、やるべきではない。間違ったメッセージになる」と釘をさす事態と

なりました。これに対し、西村大臣は「どういう場面でどう使うか、すべて決まっているわけ、あるいは一致し

ているわけではない。」と釈明しましたが、中身が決まってもいないのに、あいまいな情報が流れると、それこそ

誤ったメッセージになることは、何度も体験してきたことです。 

 翻って、京都府ではどうでしょうか。正確で科学的、かつきめ細かな情報、京都府が取り組んできている内容、

今後の対応などについて、知事を筆頭に、しっかりと府民に届くメッセージを、リスクコミュニケーションとし

て位置付けて取り組むことを強く求めておきます。 

以上で討論を終わります。ご清聴ありがとうございました。 


